
令和６年９月定例県議会 

提 出 議 案 等 一 覧 

及び 

令和６年度９月補正 

予 算 案 の 概 要 

島 根 県 



第４９１回島根県議会提出議案等一覧 

Ｒ６．９．１０提案分 

 

区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

議 案 

(35件) 

予算案 

(17件) 

 

１０３ 令和６年度島根県一般会計補正予算（第４号） 
 

１０４ 

～ 

１１３ 

令和６年度島根県公債管理特別会計補正予算（第１号） 

外９特別会計補正予算 
 

１０４ 公債管理      １０５ 証紙      １０６ 市町村振興資金 
１０７ あさひ社会復帰促進センター診療所 
１０８ 国民健康保険    １０９ 母子父子寡婦福祉資金 
１１０ 農林漁業改善資金  １１１ 中小企業近代化資金 
１１２ 臨港地域整備    １１３ 県営住宅 

 
 

１１４ 

～ 

１１９ 

令和６年度島根県病院事業会計補正予算（第２号） 

外５事業会計補正予算 
 

１１４ 病院   １１５ 電気  １１６ 工業用水道  １１７ 水道 
１１８ 宅地造成 １１９ 流域下水道 

 
 

条例案 

(５件) 

 

１２０ 島根県産業廃棄物減量税条例 

現行の島根県産業廃棄物減量税条例が令和７年３月31日をもって失効するため、引き続き

産業廃棄物減量税を設けることとし、その賦課徴収に関し必要な事項を規定 
・納税義務者：産業廃棄物排出事業者、中間処理産業廃棄物排出事業者 

・課税客体：産業廃棄物の最終処分場への搬入 

・課税標準：最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量 

・税率：産業廃棄物１トンにつき1,000円 

・有効期限：施行日から起算して５年間 

 
施行日：規則で定める日 

 
 
 

１２１ 

 

島根県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

警察法施行令の改正に伴い、地方警察職員の定員の特例を制定 

①巡査の定員 443人→446人（令和７年３月31日までの間） 

②その他規定の整理 

施行日：公布の日 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案 

つづき 

１２２ 島根県建築基準法施行条例及び島根県手数料条例の一部を改正する条例 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行により建築基準法の一部が改正されることに伴う引用する条項の整理 

 
施行日：政令で定める日又は公布 

の日のいずれか遅い日 
 

１２３ 水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排水基準を定める条例の一部を改
正する条例 

水質汚濁防止法施行規則等の一部を改正する省令の施行を踏まえ、上乗せ排水基準に係る

規定について所要の改正 

 
施行日：令和７年４月１日 

 

１２４ 貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

返還債務を免除することができる貸付金の貸付先の法人の名称変更 

 
施行日：公布の日 

 

一 般

事件案 

(13件) 

 

１２５ 公立大学法人島根県立大学中期目標について 
 

島根県立大学に指示する令和７年４月１日から令和13年３月31日までの期間の中期目標を

策定 

 

１２６ 県の行う建設事業に対する市町村の負担について 
 

地方財政法等の規定に基づく令和６年度県営事業に係る市町村負担率の決定 

 

１２７ 契約の締結について 島根県漁業試験船「島根丸」代船建造 
 

 契約の方法：一般競争入札  契約金額：1,963,500,000円 

 工期：令和９年３月１日 

 契約の相手方：長崎造船株式会社 

 

１２８ 

 

変更契約の締結について 神門通り線（２工区）防災安全交付金（街路） 
工事 第８期（宇迦橋上部工工事） 

 

変更契約金額：506,132,000円（11,902,000円増額）     

 工期：令和７年１月31日 

 契約の相手方：極東興和株式会社松江営業所 

 施工場所：出雲市大社町修理免～大社町杵築南地内 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 一 般

事件案

つづき 

 

１２９ 令和５年度島根県電気事業会計の利益剰余金の処分及び決算の認定について 
 

 

承認６ 令和６年度島根県一般会計補正予算（第３号） 

 

令和６年７月大雨による被害対策の実施に伴う令和６年度一般会計予算の補正 

・補正予算額：37,940 千円（補正後予算額：462,151,276 千円） 

                           （令和６年７月30日専決） 

 

承認７ 令和６年度島根県中小企業制度融資等特別会計補正予算（第１号） 

 

令和６年７月大雨による被害に対応した中小企業者等向け制度融資創設に伴う令和６年度 

中小企業制度融資等特別会計予算の補正 

                           （令和６年７月30日専決） 

 

認定１ 令和５年度決算の認定について（一般会計及び特別会計） 

 

 

認定２ 令和５年度島根県病院事業会計決算の認定について 

 

 

認定３ 令和５年度島根県工業用水道事業会計決算の認定について 

 

 

認定４ 令和５年度島根県水道事業会計決算の認定について 

 

 

認定５ 令和５年度島根県宅地造成事業会計決算の認定について 

 

 

認定６ 令和５年度島根県流域下水道事業会計決算の認定について 

 

報 告 

(５件) 

報告18  公立大学法人島根県立大学の業務の実績に関する評価結果について 
 
 

報告19 健全化判断比率について 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率 

―3―



 

区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

報 告 

つづき 

 

報告20 資金不足比率について 
 

中海水中貯木場特別会計、臨港地域整備特別会計 

病院事業会計、電気事業会計、工業用水道事業会計、水道事業会計、宅地造成事業会計 

流域下水道事業会計 

 

報告21 専決処分事件の報告について（変更契約の締結）   １件 
 

・出雲警察署庁舎新築（建築）工事      1,735,068,500円（63,078,400円増額） 

 

 

 報告22 専決処分事件の報告について（損害賠償）     １８件 

・交通事故     ７件  賠償額合計   1,410,937円 

・落石等事故    10件  賠償額合計   1,600,657円 

・その他      １件  賠償額合計      77,000円 
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令和６年度９月補正予算案（第４号）について 

１ 概 要 

令和６年７月大雨による被害対策２１億円のほか、早急に対応すべきもの

について措置し、総額１９４億円を計上する。 

⑴ 主な補正項目 

① 公共事業          １，７５４百万円 

注）特別会計及び企業会計の補正（20百万円）と合わせると、1,774 百万円 

・ 令和６年７月大雨による被害対策に伴う補正（2,004 百万円）

や国の補助金･交付金の内示に伴う補正（▲250 百万円）を実施 

② 日御碕地区宿泊・観光施設等の需要喚起促進事業    ６０百万円 

・ 令和６年７月大雨で大きな被害を受けた日御碕地区の観光

需要の回復に向けた対策を実施 

③ 飼料価格高騰対策の期間延長            １８３百万円 

・ 飼料価格高騰への補てん金を支給する畜産農家への経営継

続支援を、令和７年３月末まで延長 

④ 介護テクノロジー定着支援事業           ７８百万円 

・ 介護現場の業務効率化を加速させるため、事業者による介護

ロボットやＩＣＴ機器等の導入経費を支援する予算を増額 

⑤ 未来へ引き継ぐ石見銀山保全事業            ４百万円 

・ 石見銀山発見 500 年・世界遺産登録 20 周年を迎える令和９

年に向けて、石見銀山遺跡の魅力化・持続化につながる取組

を段階的に実施 

⑥ 外国人観光客誘致推進事業              ８百万円 

・ ベトナムとのチャーター便の年度内の追加就航等に向けた

予算を増額 

⑦ 県立しまね海洋館管理運営事業           １４百万円 

・ 同時期に２頭のシロイルカが誕生するという貴重な機会を

活かし、集客対策等を強化 
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⑧ ツキノワグマ対策事業                ９百万円 

・ ツキノワグマが指定管理鳥獣に追加されたことに伴い、国交

付金を活用し、出没抑制や人身被害発生防止の対策等を実施 

⑨ 決算剰余金の活用による県債の繰上償還及び基金積立 

１５，６９２百万円 

・ 国民スポーツ大会等運営費負担に備えた基金積立           １，８００百万円 

・ 県債の繰上償還                                     １３，８９２百万円 

⑩ 職員給与費等                  ▲３５８百万円 

・ 現員現給による年間所要額の精査            ▲１，０５４百万円 

・ 教育現場における緊急対応としての非常勤職員及び         ６９６百万円 

校務支援員の配置 

⑵ 債務負担行為の設定 

公共事業などに係る債務負担行為の設定      ４，０１９百万円 

（追加分１，２０４百万円、変更分２，８１５百万円） 

・ 日比谷しまね館の管理運営事業               ２７５百万円 

   今年度末でテナント契約・管理運営業務委託契約が 

終了する「日比谷しまね館」の契約更新（Ｒ７～９）           

・ 国の内示等に伴う工事施工期間の変更              ３，３５６百万円 

※ 債務負担行為とは、地方公共団体が翌年度以降に債務を負担することについて、

その原因となる事項、期間及び限度額を予算の内容として定めておくもの 

２ 令和６年度一般会計歳入歳出予算 

７月専決後予算額       (ａ)     ４，６２２億円 

９月補正予算額        (ｂ)       １９４億円 

補正後予算額      (ａ)＋(ｂ)     ４，８１５億円 

＊対前年度同期比              ９５．２％ 

【参考】令和５年度９月補正後予算額   5,055 億円 

（注）計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。 
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３ 財 源 

⑴ 国庫支出金                 ０.５億円 

⑵ 減債基金（一般勘定）繰入金等      ７０.４億円 

⑶ 県債                  １０.３億円 

⑷ 繰越金               １１２.２億円 

⑸ その他歳入               ０.１億円 

合  計              １９３.５億円 
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主 な 補 正 項 目 

 

（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

１ 

 

公共事業 

（大雨による被

害対策） 

 

 

2,003,631 

  

災害復旧及び今後の災害への備え 

① 大雨被害の災害復旧 9.6 億円 

災害復旧経費見込み 39.2 億円 

既定災害予算対応い 29.6 億円 

② 今後の災害への備え 10.4 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 

土 木 部 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

２ 

 

日 御 碕 地 区 宿

泊・観光施設等

の需要喚起促進

事業 

 

60,300 

 

 

令和６年７月の大雨により県道が

崩落し、主要産業である観光産業に大

きな被害が生じた出雲市日御碕地区

に対し、宿泊料金の割引支援や特典付

きの飲食・土産物等クーポンの発行を

行うことで観光需要の回復を支援 

１．実施内容 

①宿泊助成 

［助成対象者］ 

  日御碕地区内の宿泊施設 

［助成額］ 

  １泊当たりの宿泊料金から

3,000 円を割り引きした場合に

同額を助成 

［助成件数］ 

  11,000 泊分 

②特典付き飲食・土産物等クーポン 

［特典内容］ 

飲食等に利用可能なクーポン

1,500 円分を 1,000 円で販売 

［発行組数］ 

15,000 組 

［対象店舗］ 

日御碕地区内の飲食店・土産

物店等（従業員が 20 人以下の店

舗等に限る） 

 

２．実施時期 

閑散期（12 月～３月）での実施を 

予定 

 

※今後の県道の復旧状況等を踏ま 

え調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

３ 

 

畜産農家臨時経

営支援事業 

 

 

 

 

 

183,158 

  

配合飼料価格の高止まりにより、畜

産経営への影響が懸念されるため、配

合飼料購入経費の一部を支援 

当初予算で令和６年４月～12 月と

していた支援期間を、令和７年３月末

まで延長 

［助成対象者］ 

以下の要件を満たす酪農、和牛

繁殖、養鶏農家 

・令和７年度も経営を継続する予

定の農家 

・配合飼料（自家配合を含む）を

500kg／月以上利用する畜産農

家 

・令和４年度の国産飼料利用実績

に対して、令和５年度の実績が

増加している農家で、令和６年

度も更に利用を増やす計画があ

る農家 

  ※価格転嫁が進まず赤字の畜種

に支援を発動 

［助成内容］ 

    配合飼料の実質農家負担額が

７万円／ｔ（令和５年実質農家負

担額相当）になるよう、配合飼料

の利用量に応じて定額で交付 

［助成額］ 

  配合飼料価格と７万円／t との

差額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

４ 

 

介護テクノロジ

ー定着支援事業 

 

78,235 

 

 介護現場の業務効率化を加速する

ため、国の新たな補助制度を活用し、

介護事業者による介護ロボットやＩ

ＣＴ機器等の導入に要する経費への

支援について、補助率や補助上限額の

引上げを行った上で、予算を増額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉

課] 

 

 

1/2

要件を満たす場合
3/4

4/5

補助上限額
／台

30万円
移乗・入浴支援

100万円
上記以外　30万円

補助上限台数
利用定員の1/10

（居宅系は1/20）
なし

見守り機器の
通信環境整備

補助上限額
／事業所

150万円

1/2

要件を満たす場合
3/4

4/5

職員数  1～10人 50万円 100万円

職員数 11～20人 80万円 160万円

職員数 21～30人 100万円 200万円

職員数 31人以上 130万円 260万円

4/5

1,000万円

4/5

48万円

4/5

1,200万円

117,350千円　 195,585千円　予算額

（※）

１　パッケージ型：複数の介護ロボットの組み合わせや、介護ロボットとＩＣＴ
  の組み合わせによる導入を支援（見守り機器の通信環境整備を含む）
２　業務改善支援：介護ロボット等の導入に係る専門家派遣や研修受講等を支援
３　協働化・大規模化：複数の法人で構成するグループが行う、人材の一括採用
　や、システム共通化の取組を支援

　負担割合
国     1/3～1/2
県     1/6～1/4
事業者 1/4～1/2

国     64/100
県     16/100
事業者 20/100

補助上限額
／事業所

パ
ッ

ケ
ー

ジ
型

補助率

補助上限額／事業所

業
務
改
善
支
援

補助率

補助上限額／事業所

協
働
化
・

大
規
模
化

補助率

補助上限額／グループ

補正後

介
護
ロ
ボ
ッ

ト

補助率

介護ロボット

Ｉ
Ｃ
Ｔ

補助率

項目 現行

※１

※２

※３
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

５ 

 

自立支援医療制

度関係手続電子

化システム改修

事業 

 

 

8,900 

 

 デジタル庁が開発したＰＭＨから

自立支援医療費（精神通院医療）の受

給資格情報を受け取るために医療機

関が行うシステム改修に要する経費

を支援 

［助成上限額］ 

    病院  100 万円 

    診療所  30 万円 

    薬局   30 万円 

 ［負担割合］ 

国 10/10 

 （注）ＰＭＨ：「Public Medical Hub」 

の略称。マイナンバーカード 

を利用し、医療機関と自治体 

との情報連携を実現するため 

のシステム 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉

課] 

 

 

６ 

 

結婚支援事業 

 

3,000 

 

企業からの寄附金を活用し、結婚に

関する情報提供により若い世代が婚

活等に動き出すためのイベントを実

施 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子     

 育て支援課] 

 

７ 

 

未来へ引き継ぐ

石見銀山保全事

業 

 

4,050 

 

 石見銀山発見 500 年・世界遺産登録

20 周年を迎える令和９年に向けて、

石見銀山遺跡の魅力化・持続化につな

がる取組を段階的に実施 

 ［Ｒ６年度実施内容］ 

・令和９年度に行う記念イベント

に向けた企画調整 

・大田市が設置する世界遺産セン

ターの展示室更新に係る基本設

計への支援（助成率 1/2） 

・銀山の学習・体験に必要な器材

の整備 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

８ 

 

外国人観光客誘

致推進事業 

 

8,000 

 

ベトナムとのチャーター便就航（令

和６年５月）に伴う現地旅行会社の反

響を踏まえ、年度内の追加就航や、将

来的な連続チャーター便、国際定期便

の誘致に向け、ベトナムからの誘客促

進のための取組を強化  

①県内視察ツアー 

 島根県への旅行ツアーの造成に

意欲的なベトナムの旅行会社を対

象とする県内視察ツアーを実施 

②観光プロモーション 

 島根県の認知度向上、来訪意欲

の醸成に向け、ベトナム現地で観

光ＰＲを実施 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 

 

９ 

 

県立しまね海洋

館管理運営事業 

 

14,333 

 

 アクアスにおいて同時期に２頭の

シロイルカが誕生するという貴重な

機会を活かし、集客対策や情報発信を

強化 

 ［実施内容］ 

   特別展の実施、ノベルティの制

作、テレビのスポットＣＭやＳＮ

Ｓ広告による情報発信等 

 

 

地域振興部 
[しまね暮ら 

し推進課] 

 

 

10 

 

特定有人国境離

島地域社会維持

推進交付金事業 

 

5,251 

 

 隠岐－出雲間の隠岐島民航空路運

賃が値上げされたことから、島民負担

が増加しないよう、国交付金を活用

し、新幹線並みまで運賃を引き下げる

ための支援を増額 

 ［負担割合］ 

   国   5.5 /10 

県   2.25/10 

   町村 2.25/10 

 

 

 

 

 

 

 

地域振興部 
[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

11 

 

ツキノワグマ対

策事業 

 

8,600 

 

 

 ツキノワグマが指定管理鳥獣に追

加されたことに伴い拡充された国交

付金を活用し、ツキノワグマの出没抑

制や、人身被害発生防止のための対策

等を実施 

［事業内容］ 

 ①ツキノワグマの生息状況調査

等 

  ②出没防止対策（放任果樹の除 

去等） 

  ③専門知識向上のための研修 

［負担割合］ 

  ①③国 10/10 

②国 1/2・県 1/2 

 

 

農林水産部 
[農山漁村振

興課] 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

宍道高校教育環

境整備事業 

 

20,510 

 

 宍道高校の生徒数の増加に伴い、教

室不足が見込まれるため、必要な整備

を実施 

［整備内容］ 

特別教室を普通教室としても運

用できるよう、可動間仕切り・エ

アコンを設置 

 

 

教育委員会 
[教育施設課] 

 

 

13 

 

 

奨学のための給

付金事業等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

127,929 

 

個人住民税の定額減税に伴い、補助

対象である個人住民税の所得割が非

課税となる世帯の増加が見込まれる

ことから予算を増額 

［対象事業］ 

①奨学のための給付金（教科書費

等）      121,557 千円 

②私立高等学校等授業料減免補助       

6,372 千円 

［負担割合］ 

①国 1/3・県 2/3 

②県 10/10 

 

 

 

総務部 
［総務課］  

教育委員会 
[学校企画課] 
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(単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12～31

公的資金繰上償還
（2.0％等）

▲ 1,046 ▲ 1,045 0 0 0 0 ▲ 2,091

民間資金借換債
(推計利率1.5％)
の発行中止

▲ 972 ▲ 963 ▲ 954 ▲ 945 ▲ 935 ▲ 9,060 ▲ 13,829

合　　計 ▲ 2,018 ▲ 2,008 ▲ 954 ▲ 945 ▲ 935 ▲ 9,060 ▲ 15,920

2,091

11,801

13,892

区　分 繰上償還額
収支改善効果額

合計

17,311

4,248

③補正予算財源 4,522

・Ｒ６．６月補正予算 122

・Ｒ６．７月補正予算（専決） 38

・Ｒ６．９月補正予算 2,676

・今後の補正予算に計上予定 1,686

8,541

⑤減債基金（一般勘定）を取り崩し、繰上償還に活用 7,151

6,892

259

⑥決算剰余金の活用による県債の繰上償還額等 15,692

（Ｒ６．９月補正予算） （④＋⑤）

1,800

13,892

（１）令和５年度の実質収支のうち、繰上償還等に活用するもの    （単位：百万円）

（２）今年度繰上償還を行うため令和５年度中に基金に積み立て、

・Ｒ５．２月補正予算で積立て

項　　目 金　額

項　　目 金　額

①Ｒ５実質収支（繰越金） 

②Ｒ６当初予算計上済みの繰越金

（①－②－③） 
④県債の繰上償還等に活用

　　今回取り崩すもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

・県債の繰上償還額

・国民スポーツ大会等開催基金の積立額

項　　目 金　額

・Ｒ５．３月補正予算（専決）で積立て

（３）県債の繰上償還額及び基金の積立額　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

14 

 

決算剰余金の活

用による県債の

繰上償還等 

 

［基金積立］

 1,800,000 

［繰上償還］

13,891,785 

 

令和５年度の決算剰余金を活用し、

国民スポーツ大会等運営費負担に備

えた国民スポーツ大会等開催基金の

積立て及び県債の繰上償還を実施 

 

総 務 部 
[財政課] 

環境生活部 
[島根かみあ

り国スポ・全

スポ準備室] 

   １．県債の繰上償還額等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．繰上償還による収支改善効果等 

 

 

 

 

 

 

 

３．財政調整のための基金の令和６年度末残高見込み 25,123 百万円 

     うち国民スポーツ大会等開催基金分       7,175 百万円 
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（単位：百万円、％）

９月補正後額 増減(９月補正額) 伸率

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)

１　補助公共事業費 44,669 43,180 ▲ 1,488 96.7%

土　木　部 29,814 28,283 ▲ 1,531 94.9%

農林水産部 14,854 14,897 43 100.3%

２　県単独公共事業費 11,238 12,213 975 108.7%

土　木　部 8,227 9,149 922 111.2%

農林水産部 3,010 3,063 53 101.8%

３　国直轄事業負担金 7,388 7,413 24 100.3%

土　木　部 7,053 7,053 0 100.0%

農林水産部 335 360 24 107.5%

４　維持修繕費 12,672 13,961 1,289 110.2%

土　木　部 12,591 13,880 1,289 110.2%

農林水産部 81 81 0 100.0%

５　受託事業費 865 865 0 100.0%

土　木　部 839 839 0 100.0%

農林水産部 26 26 0 100.0%

６　災害復旧事業費 8,015 8,988 974 112.1%

土　木　部 4,480 5,454 974 121.7%

農林水産部 3,535 3,535 0 100.0%

合　　計 84,847 86,621 1,774 102.1%

土　木　部 63,005 64,659 1,654 102.6%

農林水産部 21,842 21,962 120 100.5%

○計数については、それぞれ端数処理を行っているため、合計等と一致しないものがある。

公 共 事 業 の 概 要

事業区分
Ｒ６当初

○本表は、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、県営住宅特別会計）、企業会計（流域下水道事業会計）を
　対象としている。

―16―



　 （単位：千円）

 Ｒ５年度 対前年度比

 現　計 ９月補正 計（Ａ） ９月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ６ Ｒ５

１ ．県 税 78,180,351 78,180,351 73,959,690 105.7% 16.2% 14.6% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 32,109,792 32,109,792 33,858,952 94.8% 6.7% 6.7% 

３ ．地 方 譲 与 税 14,533,000 14,533,000 13,941,000 104.2% 3.0% 2.8% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 1,757,000 1,757,000 359,000 489.4% 0.4% 0.1% 

５ ．地 方 交 付 税 180,809,212 180,809,212 182,836,901 98.9% 37.6% 36.2% 

〃 （含臨時財政対策債） (181,403,212) (181,403,212) (185,000,901) (98.1%) (37.7%) (36.6%)

６ ．交通安全対策特別交付金 170,000 170,000 179,000 95.0% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 1,758,031 ▲ 1,227 1,756,804 1,793,965 97.9% 0.4% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,142,994 4,142,994 4,151,252 99.8% 0.9% 0.8% 

９ ． 国 庫 支 出 金 75,620,128 48,998 75,669,126 102,656,765 73.7% 15.7% 20.3% 

10 ．財 産 収 入 1,635,201 1,635,201 1,628,831 100.4% 0.3% 0.3% 

11 ．寄 附 金 73,904 3,000 76,904 97,479 78.9% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 12,275,229 7,044,566 19,319,795 17,334,829 111.5% 4.0% 3.4% 

13 ．繰 越 金 4,407,908 11,216,783 15,624,691 18,571,997 84.1% 3.2% 3.7% 

14 ．諸 収 入 13,264,326 4,154 13,268,480 12,929,091 102.6% 2.8% 2.6% 

15 ．県 債 41,414,200 1,033,800 42,448,000 41,250,700 102.9% 8.8% 8.2% 

〃 （除臨時財政対策債） (40,820,200) (1,033,800) (41,854,000) (39,086,700) (107.1%) (8.7%) (7.7%)

合           計 462,151,276 19,350,074 481,501,350 505,549,452 95.2% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 1,063,188 823 1,064,011 1,020,502 104.3% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 38,375,007 1,898,807 40,273,814 36,086,050 111.6% 8.4% 7.1%

３ ．民 生 費 59,524,219 121,715 59,645,934 60,908,075 97.9% 12.4% 12.0%

４ ．衛 生 費 21,591,417 1,338,722 22,930,139 48,153,208 47.6% 4.8% 9.5%

５ ．労 働 費 2,336,904 2,882 2,339,786 2,259,805 103.5% 0.5% 0.4%

６ ．農 林 水 産 業 費 43,913,340 384,492 44,297,832 46,866,954 94.5% 9.2% 9.3%

７ ．商 工 費 12,278,333 67,844 12,346,177 15,293,095 80.7% 2.6% 3.0%

８ ．土 木 費 69,104,858 771,177 69,876,035 67,539,214 103.5% 14.5% 13.4%

９ ． 警 察 費 22,257,846 ▲ 45,852 22,211,994 21,394,581 103.8% 4.6% 4.2%

10 ．教 育 費 89,932,245 ▲ 4,587 89,927,658 87,682,870 102.6% 18.7% 17.3%

11 ．災 害 復 旧 費 8,212,712 922,564 9,135,276 9,797,923 93.2% 1.9% 1.9%

12 ．公 債 費 55,203,324 13,891,785 69,095,109 72,399,116 95.4% 14.3% 14.3%

13 ．諸 支 出 金 38,057,883 ▲ 298 38,057,585 35,848,059 106.2% 7.9% 7.1%

14 ．予 備 費 300,000 300,000 300,000 100.0% 0.1% 0.1%

合           計 462,151,276 19,350,074 481,501,350 505,549,452 95.2% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和６年度９月補正予算　科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ６年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ５年度 対前年度比

現 計 ９月補正 計（A） ９月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ６ Ｒ５

1．義   務   的   経   費 219,341,716 13,645,173 232,986,889 234,444,365 99.4% 48.4% 46.4% 

  (1) 人         件         費 121,666,491 ▲ 512,531 121,153,960 119,332,078 101.5% 25.2% 23.6% 

  (2) 公         債         費 55,017,612 13,891,785 68,909,397 72,225,076 95.4% 14.3% 14.3% 

  (3) 扶         助         費 42,657,613 265,919 42,923,532 42,887,211 100.1% 8.9% 8.5% 

2．普 通 建 設 事 業 費 90,884,195 31,972 90,916,167 88,973,954 102.2% 18.9% 17.7% 

  (1) 補   助   事   業   費 49,535,955 ▲ 971,806 48,564,149 49,337,639 98.4% 10.1% 9.8% 

  (2) 単   独   事   業   費 32,609,736 979,378 33,589,114 31,205,908 107.6% 7.0% 6.2% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,388,811 24,400 7,413,211 7,612,230 97.4% 1.5% 1.5% 

  (4) 同級他団体事業負担金 11,200 11,200 10,000 112.0% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,338,493 1,338,493 808,177 165.6% 0.3% 0.2% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 7,936,483 973,631 8,910,114 9,518,891 93.6% 1.8% 1.9% 

  (1) 補   助   事   業   費 7,582,483 264,490 7,846,973 8,639,169 90.8% 1.6% 1.7% 

  (2) 単   独   事   業   費 354,000 709,141 1,063,141 879,722 120.8% 0.2% 0.2% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 93,813,966 2,019,473 95,833,439 112,391,895 85.3% 19.9% 22.2% 

5．貸          付         金 9,326,452 9,326,452 9,000,139 103.6% 1.9% 1.8% 

6．繰          出         金 4,662,784 463 4,663,247 6,158,728 75.7% 1.0% 1.2% 

7．そ          の         他 36,185,680 2,679,362 38,865,042 45,061,480 86.2% 8.1% 8.9% 

合           計 462,151,276 19,350,074 481,501,350 505,549,452 95.2% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和６年度９月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ６年度 構　　成　　比

―18―



県 予 算 規 模 の 推 移 

                                                                                                  （単位：百万円） 

 
年度 

 

  
６月補正 

 

 
９月補正 

 

 
11 月補正 

 

 
２月補正 

 

 
その他 

 

 
最終専決後 

 
当初 

 
前年比 
(％) 

H27 
 

529,966  
 

+0.5  
 

279  
 

3,780  
 

追加提案     918  
(給与     918) 

12,051  
追加提案 ▲39,671  

 
 

533,770  
 

28 
 
 
 

520,219  
 
 
 

▲1.8  
 
 
 

437  
 
 
 

4,703  
追加提案   16,118  
(経済対策16,118) 

 

3,612  
(経済対策  3,612) 

追加提案     414  
(給与     414) 

1,804  
(経済対策  1,804) 

追加提案 ▲40,171  
 

 
 
 
 

505,596  
 
 
 

29 
 
 

511,771  
 
 

▲1.6  
 
 

315  
 
 

9,168  
追加提案       608  

 

43  
追加提案     808  
(給与     808) 

13,143  
追加提案 ▲48,663  

 

 
 
 

485,734  
 
 

30 
 
 
 

452,000  
 
 
 

▲11.7  
(+0.2) 

 
 

819  
 
 
 

9,235  
 
 
 

185  
追加提案     481  
(給与     481) 

 

17,153  
追加提案 ▲19,057  

 
 

4/20    202  
(西部地震) 

7/20    338  
(７月豪雨災害) 

456,410  
 
 
 

R 元 
 
 

468,654  
 
 

+3.7  
 
 

321  
 
 

9,503  
 
 

232  
追加提案     410  
(給与     410) 

13,235  
(経済対策  13,226) 
追加提案 ▲24,851  

3/25    214  
(新型コロナウイルス対策) 

 

465,700  
 
 

2 
 

475,019  
 

+1.4  
 

4,390  
(新型コロナウイルス対策 

4,390) 
追加提案  12,001  
(新型コロナウイルス対策 

12,001) 

 20,820  
(新型コロナウイルス対策 

10,833) 
 

3,737  
(新型コロナウイルス対策 

増額 4,139  
減額 ▲482) 

追加提案       4  
(新型コロナウイルス対策 

4) 

①      2,096  
(新型コロナウイルス対策 

2,096) 
②    25,310  
(経済対策  21,161) 
(新型コロナウイルス対策 

増額 5,701  
減額▲1,552) 

追加提案 ▲24,345  

4/30  6,774 
(新型コロナウイルス対策) 
5/22    724  
(新型コロナウイルス対策) 
7/28    343  

(７月大雨災害) 
7/31  6,214  
(新型コロナウイルス対策) 

527,129  
 

3 
 
 

467,018  
(新型コロナウイルス対策  

6,907) 

▲1.7  8,131  
(新型コロナウイルス対策 

8,118) 
追加提案     900  
(新型コロナウイルス対策 

900) 

①      5,061  
(新型コロナウイルス対策 

5,061) 
②      45,709  
(新型コロナウイルス対策 

9,862) 
追加提案   1,035 
(新型コロナウイルス対策 

1,035) 

①      1,772  
(新型コロナウイルス対策 

1,772) 
②       ▲352  
(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191  
減額 ▲1,698) 

追加提案  14,774  
(経済対策  13,009) 
(新型コロナウイルス対策 

1,765) 

①      3,139  
(新型コロナウイルス対策 

3,139) 
②    22,309  
(経済対策  10,649) 
(新型コロナウイルス対策 

11,077) 
追加提案   ▲9,366  

 

7/27    336  
(７月大雨災害) 

8/30    265  
(７、８月の大雨・台風) 
1/20  1,200  
(新型コロナウイルス対策) 

555,792 

4 
 
 

482,110  
(新型コロナウイルス対策  

19,123) 

+3.2  ①     3,930  
(新型コロナウイルス対策 

3,930) 
②     1,693  

(新型コロナウイルス対策 
868) 

追加提案   3,192  
(原油価格・物価高騰対策 

3,192) 

   37,154  
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

13,380) 
追加提案      729 
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

729) 
 

3,258  
(新型コロナウイルス及び

原油価格・物価高騰対策 
  増額  4,340  

減額   ▲997) 
追加提案①   1,217  
(給与   1,217) 

追加提案②  20,608  
(原油価格・物価高騰対策 

339) 
(経済対策  20,269) 

①       134  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
  増額   618  

減額   ▲483) 
②      8,373  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
増額  1,829  
減額  ▲1,256) 
(経済対策  7,800) 
追加提案 ▲20,881 

 537,262 

5 482,361 
(感染症対策及びエネル
ギー価格・物価高騰対策 

27,068) 

+0.1    4,804 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
4,455) 

追加提案       66 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
66) 

 

①       125  
(新型コロナウイルス対策 

125) 
②      18,021  
(エネルギー価格・物価高 

騰対策       733) 

①      2,187 
(給与・報酬  2,187) 
②          957 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        25) 
追加提案  22,341  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    3,122) 
(経済対策  19,180) 

    10,541  
(経済対策  12,662) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    ▲2,121) 
追加提案 ▲33,181 

7/28    172  
(７月大雨災害) 

505,865 

6 461,694 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

3,178) 

▲4.3 402  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        28) 

追加提案       18 

19,350  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       183) 
 

  7/30     38  
(７月大雨災害) 

 

 (注)平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載 
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